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１．環境への貢献 

1.1 自然環境の保全・創造 

1.1.1 自然海岸・干潟の保全 

(1) 干潟の分布状況 

・四日市港周辺の干潟分布図は図 1.1.1 に示すとおりである。 

・朝明地区高松海岸及びその前面に広がる朝明川河口干潟、並びに磯津、楠地区における吉崎海岸

及び鈴鹿川河口部の砂州など、四日市港の南北両側には自然環境豊かな区域が残存しており、シ

ギ・チドリ類等渡り鳥や海浜植物等がみられるほか、地域住民の散策や潮干狩り等に利用されて

いる。しかし、これらの海岸部ではゴミの散乱などの問題もみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港港湾環境計画 

図 1.1.1 四日市港周辺の干潟分布図 

朝明地区高松海岸

河口干潟

鈴鹿川河口部 



－2－ 

(2) 自然環境の現状 

四日市港の南北両側に位置する朝明地区高松海岸及び河口干潟、吉崎海岸は、四日市港周辺に残

された希少な自然環境である。朝明地区高松海岸については、「臨港道路霞４号線調査検討業務」

において平成 12 年度及び平成 13 年度に、吉崎海岸については、「北勢沿岸流域下水道（南部処理

区）南部浄化センター第２期建設事業環境影響評価現況調査業務」において平成 15 年度及び平成

16 年度に、それぞれ自然環境調査が実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.2 朝明地区高松海岸及び河口干潟、吉崎海岸の位置 

高松海岸                  吉崎海岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝明地区高松海岸 

河口干潟 

吉崎海岸 
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(a) 朝明地区高松海岸及び河口干潟の自然環境（平成 12 年度～平成 13 年度調査） 

(ｱ) 底生生物 

・底生生物の主な優占種は、秋季はホトトギスガイ及びヨツバネスピオ（Ａ型）、冬季はヨツバネ

スピオ（Ａ型）及び Lumbrineris longifolia、春季、夏季はシズクガイ及びヨツバネスピオ（Ａ

型）であった。 

・年間を通じた底生生物の個体数及び湿重量の割合は、図 1.1.3 に示すとおりである。 

＜個体数＞               ＜湿重量＞ 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.1.3 個体数及び湿重量の種別出現割合 

(ｲ) 遊泳生物（魚類、稚仔魚） 

・遊泳生物は、秋季に 13 種 41 個体、冬季に 11 種 64 個体、春季に 17 種 346 個体、夏季に 30 種 7,769

個体の計 48 種 8,220 個体が確認された。 

・主な優占種は、秋季はカタクチイワシ（19.5％）、冬季はカサゴ（34.4％）、春季はウキゴリ属

の１種（19.9％）、夏季はトウゴロウイワシ（60.8％）であった。（表 1.1.1 参照） 

表 1.1.1 遊泳生物 優占種 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 
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(ｳ) 鳥 類 

・干潟部の調査において、通年で 10 目 26 科 77 種（50,608 個体）の鳥類が確認された。 

・最も個体数が多かった種は、11～４月はユリカモメ、５月はハマシギ、６～９月はウミネコ、10

月はユリカモメであった。（図 1.1.4 参照） 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.1.4 記録個体数の変化 

(ｴ) 海浜植生 

・干潟部でハマゴウ群落、ハリエンジュ群落、ヨシ群落、ギョウギシバ群落、ケカモノハシ群落、

コウボウシバ群落、シオクグ群落、ツルヨシ群落、ケイヌビエ群落、ススキ群落、ヤマアワ群落、

セイタカアワダチソウ群落、ヒメムカシヨモギ群落、チガヤ群落が確認された。 

 

(ｵ) 人と自然との触れ合い活動の場 

・高松海岸における来訪者の利用目的は図 1.1.5 に示すとおりである。 

・季節別には春季に来訪客が多くなっている。 

・来訪目的は、潮干狩り、散策、釣りなどが多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.1.5 来訪者の利用目的 



－5－ 

(b) 吉崎海岸の自然環境（平成 15 年度～平成 16 年度調査） 

(ｱ) 底生生物 

・個体数ベースの底生生物の分類群組成は図 1.1.6 に示すとおりであり、いずれの季節でも多毛綱

が最も優占したが、春季及び夏季には二枚貝類の優占も確認された。 

 

＜①冬 季＞                 ＜③夏 季＞ 

 

 

 

 

 

 

＜②春 季＞                 ＜④秋 季＞ 

 

 

 

 

 

 

（注）St.4、5、8は岸側の調査地点、St.3、6、9は沖側の調査地点である。 

資料：三重県 

図 1.1.6 底生生物の分類群組成 
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(ｲ) 魚 類 

・底引き網による漁獲物分析結果は表 1.1.2 に示すとおりであり、冬季以外ではクロウシノシタが

最も多く出現している。 

表 1.1.2 魚類（漁獲物）分析結果 

個体数及び湿重量ｇ／一曳網 

岸側（St.5） 沖側（St.7） 
調査時期 目 和 名 

個体数 湿重量 個体数 湿重量 

冬 季 カサゴ目 マゴチ 1 799.1   

マガレイ 6 36   
カレイ目 

クロウシノシタ 29 3761.5 10 1314 

ヒイラギ 1 2.9   
スズキ目 

タケギンポ 1 2.8   

カサゴ目 マゴチ 1 154.8   

春 季 

フグ目 クサフグ 3 151.3   

マガレイ 1 118.9 5 408.8 
カレイ目 

クロウシノシタ 16 1653.1 7 721.7 

スズキ目 ヒイラギ   1 8.4 

カサゴ目 マゴチ 3 505.1   

フグ目 クサフグ   1 21.4 

夏 季 

エイ目  2 140.9   

イシガレイ 23 1099.4 4 183.5 

クロウシノシタ 88 6083.3 32 2319.2 カレイ目 

ヒラメ 1 139.1   

スズキ 1 107.0 1 86.8 
スズキ目 

マハゼ 1 23.2 2 54.8 

マゴチ 7 1863.4 5 1406.6 

秋 季 

カサゴ目 
ネズミゴチ 1 18.5   

資料：三重県 

 

(ｳ) 鳥 類 

・吉崎海岸周辺の環境区分図は図 1.1.7 に、鳥類の年間調査結果は表 1.1.3 に示すとおりである。

また、環境区分ごとの出現優占種は表 1.1.4 に示すとおりであり、冬季にはカモ類が優占し、夏

季はカワウやウミネコ、コアジサシが優占している。 

 

(ｴ) 海浜植生 

・海浜植物群落として、ハマゴウ群落、ケカモノハシ群落、コウボウムギ群落、ハマヒルガオ群落、

チガヤ群落、チリハノイバラ群落、ハマボウフウ群落、オオギョウギシバ群落、コウボウシバ群

落が確認された。 
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資料：三重県 

図 1.1.7 環境区分図 
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表 1.1.3 各調査方法による鳥類の年間調査結果 

 

 

 

 

 

資料：三重県 

表 1.1.4 鳥類の環境区分別出現優占種（上位 10 位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県 
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(ｵ) 人と自然との触れ合い活動の場 

・吉崎海岸及び浄化センター周辺散策路における来訪者の利用目的は図1.1.8に示すとおりである。 

・季節別には春季に来訪客が多くなっている。 

・来訪目的は、釣り、散策、ウォーキング・ジョギング等その他などが多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県 

図 1.1.8 来訪者の利用目的 

(ｶ) 海浜の創出計画 

・「北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設事業に係る環境影響評価準備

書」（平成 18 年６月、三重県）によると、事業実施時の動植物及び生態系に対する環境保全措置

として、「代償海浜の創出」が記載されている。 

・ただし、現時点では海浜の規模、工法など具体的な計画内容は未定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県 

図 1.1.9 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設事業の実施区域の位置 

人工海浜の造成予定箇所
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1.2 良好な港湾空間の保全・創造 

1.2.1 港湾景観の活用向上 

(1) 景観の現状 

四日市港の主な景観資源は図 1.2.1 に示すとおりである。 

・四日市港は、全体的に石油化学コンビナートや港湾物流施設に代表される典型的な工業港として

の景観を呈しており、このような景観が、人に圧迫感や疎外感を与える要因となっている。 

・四日市港の夜景は、「四日市観光ガイドマップ」（四日市観光協会、四日市市商工課）において、

「さん然と輝く四日市港の夜景は、最先端技術が作り出す光のアートです。」と紹介されるなど、

良いイメージもある。 

・開港百周年を記念して建設した四日市港ポートビルは、港湾を理解するための施設や展望室が設

けられており、多くの人に利用され、四日市港の新たなランドマークとなっている。このポート

ビルからは港湾のダイナミックな景観だけでなく、四日市港と背後市街地との繋がり、伊勢湾に

おける四日市港の位置など、広域的な港の位置づけを知ることができる。 

・四日市港には、潮吹き防波堤などの歴史的港湾施設、オーストラリア記念館、四日市ドームなど

特徴的な建築物、及び自然環境豊かな干潟など多彩な景観要素も存在しているが、これらの景観

をくつろいで眺められる視点場の確保は十分でない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港港湾環境計画 

図 1.2.1 四日市港の主な景観資源 

高層煙突

中部電力川越 

発電所電力館 

野鳥観察施設 

高松海岸 
朝明川河口干潟 

飛鳥神社 

島出神社 

浜園緑地 

オーストラリア記念館

霞ヶ浦緑地 
四日市ドーム 

魚釣り護岸

ガントリークレーン群

コンテナ荷役活動 

シドニー港公園

霞港公園 

四日市港ポートビル 

吉崎海岸 

臨港橋 

末広橋梁 

潮吹き防波堤 

思案橋 
開栄橋 
相生橋 

千歳橋 

千歳運河とプロムナード 

第三石油化学

コンビナート

第一石油化学

コンビナート

第ニ石油化学

コンビナート

富双緑地 

稲葉翁記念公園 
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四日市ドームとオーストラリア記念館      旧港の海辺のプロムナード 

 

 

 

 

 

 

色彩に配慮した煙突              高松海岸と干潟 

 

 

 

 

 

 

霞ヶ浦緑地からの景観             浜園緑地 

 

 

 

 

 

 

潮吹き防波堤（重要文化財）          末広橋梁（重要文化財） 
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(2) 歴史的港湾施設 

歴史的港湾施設の状況は、図 1.2.2 に示すとおりである。 

・四日市地区２号地の旧港及びその周辺には歴史資産があり、四日市地区に存在する潮吹き防波堤

や跳開式鉄道可動橋（末広橋梁）は重要文化財に指定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港港湾環境計画 

図 1.2.2 歴史的港湾施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

千歳運河周辺の倉庫群 末広橋梁 

潮吹き防波堤 波止改築記念碑

吉良の仁吉一行の
上陸の碑 

潮吹き防波堤

灯台と石積み防波堤 

稲葉三右衛門君彰功碑 
・波止改築記念碑 

思案橋碑 

相生橋
末広橋梁

臨港橋

千歳運河周辺の倉庫群
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(3) 四日市港色彩計画の概要 

(a) 目  的    四日市港の色彩に計画的な演出を加え、より個性的、魅力的で活気とうるお

いのある港としていくため、四日市港の現状を把握し様々な視点から、景観

並びに色彩の分析等を行い、その上に立った「港色彩計画」を策定したもの

である。 

(b) 基本理念    四日市港の色彩計画の基本理念を次のように考える。 

◆四日市港にシンボルカラーをつくる。 

◆地区毎に基調色を考える。 

◆基調色と調和した美しい配色を考える。 

◆四日市港の特色を重視しながら、活気と潤いのある港となる色彩を考える。 

(c) 港のゾーニング 四日市港に安らぎ（類似）から華やかさ（対比）をコンセプトとした港づく

りにむけ、それぞれの地区の機能別整備構想に適応する色相を考慮して、類

似、中間、対比の５つのゾーンに分け、地区別の基調色と配合色、協調色を

定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港色彩計画 
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(d) 四日市港色彩計画に基づく施工実績 

＜四日市港管理組合＞ 

平成２年度 簡易上屋 

平成３年度 ２Ａ・２Ｂ上屋、庁舎屋上鉄塔、バケットエレベーター式アンローダー変電室 

平成４年度 旧庁舎・Ｆ上屋 

平成５年度 ２Ｄ上屋、水平引込式アンローダー変電室、走行起伏式シップローダー、コンテナ

倉庫 

平成６年度 ２Ｃ上屋 

平成７年度 ２Ｅ２Ｆ上屋 

平成８年度 ３Ｃ上屋・鉄鋼上屋（東面） 

平成９年度 鉄鋼上屋（西・北・南面） 

平成10年度 簡易上屋・１号モータープール 

平成11年度 霞１号上屋、第３埠頭附属事務所 

平成19年度～ くん蒸施設 

 

＜民間企業＞ 

平成２年度 四港サイロ(株)‥‥‥‥サイロ１期工事 

平成３年度 四港サイロ(株)‥‥‥‥サイロ２期工事 

川西倉庫(株)、日本トランスシティ(株)、日本通運(株)、三井倉庫(株) 

‥‥‥‥２Ａ・２Ｂ上屋２・３階 

平成４年度 三重県製粉サイロ(株)‥‥‥‥サイロ 

四日市コンテナ埠頭(株)‥‥‥‥ゲート上部の歩廊 

雇用促進事業団‥‥‥‥四日市第１港湾労働者福祉センター 

平成５年度 四日市海運(株)‥‥‥‥港湾荷役業務施設（霞） 

昭和四日市石油(株)‥‥‥‥海上センター事務所（塩浜） タンク（三田） 

平成７年度 中部海運(株)‥‥‥‥事務所 

四日市港国際物流センター（株） 

平成９年度 中部電力(株)‥‥‥‥四日市火力発電所 ４号煙突 

平成10年度 霞共同事業(株)‥‥‥‥霞配管橋 

平成16年度 名古屋税関 Ｘ線検査場 

平成17年度 中部電力(株)煙突 

平成18年度 中部電力(株)無線塔 

（注）民間施設については、改修工事等その都度協力要請をしている。 
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中部電力(株)煙突 

 

 

 

 

 

 

四日市港管理組合旧庁舎

名古屋税関Ｘ線検査場 四日市港国際物流センター 倉庫群 
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1.2.2 伊勢湾再生に貢献する海域環境の改善 

(1) 水質の状況 

四日市港では、定期的に港内の水質調査が行われている。 

四日市港における水質調査地点は図 1.2.3 に、平成 18 年度の環境基準値との比較は表 1.2.1 に示

すとおりである。また、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）の過去５年間の経年変化は図 1.2.4 に、平成

18 年度の月別調査結果は図 1.2.5 に示すとおりである。 

・ＣＯＤについてみると、環境基準点における測定値（75％値）は、Ａ類型海域の St-5 で 2.9        

mg／Ｌ（環境基準値 ２ mg／Ｌ）、Ｂ類型海域の St-3 で 3.4mg／Ｌ、St-4 で 3.3mg／Ｌ（環境基

準値 ３ mg／Ｌ）となっており、環境基準を達成していないが、防波堤内のＣ類型海域の St-1 で

は 4.6mg／Ｌ（環境基準値 ８ mg／Ｌ）となっており、環境基準を達成している。 

・ＣＯＤ（75％値）の平成 14 年度から平成 18 年度の経年変化は、概ね横ばいとなっている。平成

18 年度の月別調査結果をみると、各地点とも夏季に水質が悪化している。 

・Ｔ－Ｎ（全窒素）についてみると、環境基準点における測定値（年間平均値）は、Ⅲ類型海域の

St-3～St-5 で 0.44～0.46mg／Ｌ（環境基準値 0.6mg／Ｌ）、Ⅳ類型海域の St-1～St-2 で 0.49～

0.60mg／Ｌ（環境基準値 １ mg／Ｌ）となっており、環境基準を達成している。 

・Ｔ－Ｐ（全リン）についてみると、環境基準点における測定値（年間平均値）は、Ⅲ類型海域の

St-3～St-5 で 0.068～0.083mg／Ｌ（環境基準値 0.05mg／Ｌ）となっており環境基準を達成して

いない。Ⅳ類型の St-1 では 0.076mg／Ｌ、St-2 では 0.091mg／Ｌ（環境基準値 0.09mg／Ｌ）と

なっており、St-1 では環境基準を満足している。 
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   図１ 水質調査地点図（定期水質調査地点及び環境基準点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 18 年度四日市港の水質測定結果」（四日市港管理組合） 

図 1.2.3 水質調査地点図（定期水質調査地点及び環境基準点） 
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表 1.2.1(1) 平成 18 年度環境基準値との比較（ＣＯＤ） 

水 域 名 地 点 名 類型 
環境 

基準値 

ＣＯＤ75％値 

(mg/ℓ ) 
環境基準値比較 

四日市港（甲） St- 1 4.6 ○ 

四日市港（甲） St- 2 4.8 ○ 

四日市港（甲） St-20 3.1 ○ 

四日市港（甲） St-21 2.5 ○ 

四日市港（甲） St-30 3.5 ○ 

四日市港

（甲） 

四日市港（甲） St-31 

Ｃ ８ 

2.9 ○ 

四日市・鈴鹿地先海域（甲） St- 3 3.4 × 四日市・鈴

鹿地先海域

（甲） 四日市・鈴鹿地先海域（甲） St- 4
Ｂ ３ 

3.3 × 

四日市・鈴鹿地先海域（乙） St- 5 2.9 × 四日市・鈴

鹿地先海域

（乙） 四日市・鈴鹿地先海域（乙） St-25
Ａ ２ 

3.4 × 

（注） 環境基準値比較は、調査結果のＣＯＤ 75％値が環境基準値を下回った場合に「○」、上回った場合に「×」
を記した。 

    なお、環境基準値との適合状況を評価する環境基準点は、下線を引いた St-1,3,4,5 であり、その測定デー
タは、三重県の速報値である。 

資料：「平成 18 年度四日市港の水質測定結果」（四日市港管理組合） 

表 1.2.1(2) 平成 18 年度環境基準値との比較（Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ） 

環境基準値 年間平均値 環境基準値比較

水域名 地 点 名 類型 

Ｔ－Ｎ Ｔ－Ｐ Ｔ－Ｎ Ｔ－Ｐ Ｔ－Ｎ Ｔ－Ｐ

四日市港（甲） St- 1 0.49 0.076 ○ ○ 

四日市港（甲） St- 2 0.60 0.091 ○ × 

四日市港（甲） St-20 0.39 0.070  〇 〇 

四日市港（甲） St-21 0.29 0.058  ○ ○ 

四日市港（甲） St-30 0.48 0.078  ○ ○ 

伊勢湾

（ロ） 

四日市港（甲） St-31 

Ⅳ 
1mg/ℓ

以下 

0.09 

mg/ℓ

以下 

0.60 0.089  ○ ○ 

四日市・鈴鹿地先海域（甲） St- 3 0.44 0.078 ○ × 

四日市・鈴鹿地先海域（甲） St- 4 0.45 0.083 ○ × 

四日市・鈴鹿地先海域（乙） St- 5 0.46 0.068 ○ × 

伊勢湾

（ハ） 

四日市・鈴鹿地先海域（乙） St-25

Ⅲ 
0.6mg/ℓ

以下 

0.05 

mg/ℓ

以下 

0.23 0.047  ○ ○ 

（注） 環境基準値比較は、調査結果のＴ－ＮやＴ－Ｐの年間平均値が環境基準値を下回った場合に「○」、上回
った場合に「×」を記した。 
なお、環境基準値との適合状況を評価する環境基準点は、下線を引いた St-1,2,3,4,5 であり、その測定デ

ータは、三重県の速報値である。 

資料：「平成 18 年度四日市港の水質測定結果」（四日市港管理組合） 
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資料：「平成 18 年度四日市港の水質測定結果」（四日市港管理組合） 

図 1.2.4 ＣＯＤ（75％値）の経年変化（上層） 
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資料：「平成 18 年度四日市港の水質測定結果」（四日市港管理組合） 

図 1.2.5 平成 18 年度定期水質調査結果（ＣＯＤ上層） 

（注）　各調査地点における環境基準値を実線で示した。
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(2) 赤潮の発生状況 

伊勢湾における赤潮の発生状況は図 1.2.6 に示すとおりである。平成 18 年の赤潮発生件数は６件

となっており、過去 10 年間の経年変化は概ね横ばいとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.2.6 伊勢湾における赤潮発生件数 
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(3) 伊勢湾再生の要請 

・閉鎖性水域である伊勢湾の再生のため、「人と森・川・海の連携により健全で活力ある伊勢湾を

再生し、次世代に継承する」ことをスローガンとして、「伊勢湾再生行動計画」（平成 19 年３月、

伊勢湾再生推進会議）が策定され、伊勢湾再生に向けた取り組みが進められている。（図 1.2.7

～1.2.9 参照） 

・伊勢湾再生行動計画では、①健全な水・物質循環の構築、②多様な生態系の回復、③生活空間で

の憩い・安らぎ空間の充実を基本方針として、さまざまな施策が展開されつつある。（表 1.2.2

～1.2.3 参照） 

・伊勢湾再生行動計画の推進にあたっては、目標の実現に向けてＰＤＣＡサイクルによるフォロー

アップを繰り返し、３年ごとに計画の見直し（中間評価）が行われ、平成 29 年度に最終報告が行

われる予定である。（表 1.2.4 及び図 1.2.10 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 

図 1.2.7 伊勢湾再生行動計画の目標及び基本方針 

汚濁負荷の削減 

森林・農用地等の保全・整備 

海域の底質改善 

適正な水の使用 

水質浄化機能の保全・再生・創出等

伊勢湾の環境基準の達成を目指し、多様な生物が生息・生育する、 
人と海と楽しく安全にふれあえる、美しく健全で活力ある伊勢湾の再生 

基本方針１ 
健全な水・物質循環の構築

 

 

 

干潟、浅場、藻場等の 
保全・再生・創出等 

漁業生産の回復

 

 

 

人と海とのふれあいの場 
・機会の創出 

水際線、緑地、景観の形成 

産官学 
沿岸域及び流域の人々

ＮＰＯ 

基本方針２ 
多様な生態系の回復 

基本方針３ 
生活空間での 

憩い・安らぎ空間の拡充

伊勢湾再生の目標
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資料：伊勢湾再生行動計画 

図 1.2.8 伊勢湾再生行動計画の推進体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 

図 1.2.9 施策の実施方針イメージ 
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表 1.2.2(1) 伊勢湾再生に向けた取り組み、施策内容（海域関連） 

施策内容 
基本方針 取り組み内容 

施 策 指 標 

健全な水・

物質循環の

構築 

・干潟、浅場、藻場

の保全・再生・創

出 

・砂浜の保全・再生 

 

 

・海底に堆積した有

機汚泥対策の実施 

 

 

 

・深掘跡の埋め戻し 

 

・ゴミ、流木の回収 

・自然浄化機能を維持、増加させる

ため、干潟、浅場、藻場を保全・

再生・創出する。 

・自然浄化機能を維持、増加させる

ため、砂浜の保全、養浜等により

砂浜を再生する。 

・海底に堆積した有機汚泥を除去す

る汚泥浚渫を実施する。 

・海底に堆積した有機汚泥からの栄

養塩類の溶出対策等として覆砂

を実施する。 

・貧酸素水塊の発生を低減させるた

め、深掘跡の埋戻しを実施する。

・ゴミの無い、美しい海岸線・海域

の確保のためゴミ、流木の回収を

行う。 

・干潟、浅場、藻場面

積 

 

・砂浜を保全・再生し

た延長、面積 

 

・汚泥浚渫面積 

 

・覆砂面積 

 

 

・深掘跡の埋戻し面積

 

（参考）ゴミの回収量、

流木の回収量 

 

多様な生態

系の回復 

・干潟、浅場、藻場

の保全・再生・創

出 

・砂浜の保全・再生・

創出 

 

・魚礁の設置 

・ゴミ、流木の回収 

・多様な生物の生息・生育場所であ

る、干潟、浅場、藻場を保全・再

生・創出する。 

・多様な生物の生息・生育場所であ

る、砂浜を保全し、養浜等により

砂浜を再生する。 

・魚礁を設置し漁場の回復を図る。

・ゴミの無い、美しい海岸線・海域

の確保のためゴミ、流木の回収を

行う。 

・干潟、浅場、藻場面

積 

 

・砂浜を保全・再生し

た延長、面積 

 

・魚礁の設置数 

（参考）ゴミの回収量、

流木の回収量 

生活空間で

の憩い・安

らぎ空間の

拡充 

・砂浜の保全、再生 

 

・河口・海域の放置

艇対策 

 

 

 

・臨海部の緑地整備 

 

 

・安全な海域の創出 

・ゴミ、流木の回収 

・砂浜の保全、養浜等により砂浜を

再生する。 

・放置艇の繋留・保管のための恒久

的な施設設備を進める。 

・船舶航行に支障のない水域を放置

艇の繋留・保管のための場所とし

て活用を図る。 

・人々が安全で快適に海辺に親しめ

る場として、臨海部の緑地整備を

行う。 

・海岸、海域利用のルールづくり 

・ゴミの無い、美しい海岸線・海域

の確保のためゴミ、流木の回収を

行う。 

・伊勢湾ふれあいマップ（仮称）、

水辺（川、海）のふれあいの場に

関する情報を提供する。 

・砂浜を保全・再生し

た延長、面積 

 

 

 

 

 

・臨海部の緑地整備面

積 

 

 

（参考）ゴミの回収量、

流木の回収量 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 
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表 1.2.2(2) 伊勢湾再生に向けた取り組み、施策内容（海域関連） 

施策内容 
基本方針 取り組み内容 

施 策 指 標 

協働・連携 ・沿岸域及び流域の

人々、ＮＰＯ・企

業及び大学等研究

機関、行政の協

働・連携 

・各種啓発活動・環

境学習、イベント

等開催 

 

・行政間の情報共有を図ると共に、

状況に応じ協働・連携を図る。 

・行政と沿岸域及び流域の人々、企

業と情報共有を図り、協働・連携

する。 

・行政と大学等研究機関との協働・

連携を図る。 

・伊勢湾流域圏の自然共生型環境管

理技術に関する調査・研究と情報

共有する。 

・海岸、海域利用のマナー向上のた

めの啓発活動を実施する。 

・ホームページによる情報の発信を

行う。 

⇒伊勢湾の現状、伊勢湾再生に向

けた各種取り組み状況を掲載

し情報提供する。 

⇒伊勢湾再生に向けたＮＰＯ等

の活動状況や関係機関で実施

した水質状況を掲載し情報提

供する。 

・伊勢湾の現状報告・再生に向けた

取組事例紹介、出前講座、環境学

習等により環境保全意識の普

及・啓発及び広報活動を実施す

る。 

例）川と海のクリーンアップ大作

戦等 

 

（参考） 

・啓発活動の実施状況

・保全活動の活動状況

（森林、河川・湖沼、

海岸） 

・環境学習実施状況 

・伊勢湾再生ＨＰアク

セス数 

・企業、大学等研究機

関との協働・連携状

況 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 
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表 1.2.3 伊勢湾再生に向けて三重県が実施する施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 

表 1.2.4 フォローアップ、中間評価・最終報告の予定 

 

 

 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 

 

 

 

 

 

 

 

資料：伊勢湾再生行動計画 

図 1.2.10 ＰＤＣＡサイクルによるフォローアップ 



－27－ 

 

10

11

12

13

14

温
室
ガ
ス
排
出
量
　
億
万
t
-
C
O
2

京都議定書の６％削減約束と我が国の温室効果ガス排出量

京都議定書目標達成計画（H17.4　地球温暖化対策推進本部）より

基準年排出量

（原則1990年度）

12億3700万t-co2
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現状対策のみの場合

2010年排出量

13億1100万t-co2

京都議定書

削減約束

11億

6300万t-co2

+6％

－6％

1.3 環境負荷の軽減 

1.3.1 地球環境問題（ＣＯ 2削減）への対応 

・二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスによる地球温暖化は、気候の変化や海面の上昇を通じて

自然環境や人間社会に深刻な影響を及ぼす恐れがあるとの認識から、地球温暖化対策に地球規模

で取り組むことが重要な課題となっている。 

・「京都議定書」（平成 17 年２月発効）において、我が国は 2010 年度を目途に温室効果ガスの排

出量を 1990 年比で 6％削減することとなっている。しかし、運輸部門、民生部門の排出量は 2002

年度で、それぞれ 1990 年度比＋20％、＋33％と大幅に増加しており、これらの分野での対策の強

化が急務となっている。このため、省エネ法を改正（平成 18 年４月）し、運輸分野と住宅・建築

物分野の省エネ対策の強化を図ることとしている。（図 1.3.1～1.3.3 参照） 

・「京都議定書目標達成計画」（平成 17 年４月）では、運輸部門における温室効果ガスの排出削減

施策として省ＣＯ 2型交通システムのデザイン、省ＣＯ 2型物流体系の形成を挙げている。後者に

ついてはモーダルシフト、トラック輸送の効率化を推進することとなっている。（表 1.3.1 参照） 

・さらなるモーダルシフト推進のため、陸上輸送を円滑かつ迅速に結ばれた国内輸送ターミナルの

整備等を実施することにより、輸送効率の高い国内海上輸送の利用を促進する必要がある。（図

1.3.4～1.3.5 参照） 

・四日市港管理組合においても、ＣＯ 2削減の一躍を担うために取り組む姿勢を示している。（図

1.3.6～1.3.7 参照） 

・民間企業においても、製品等の輸送の効率化を図るために、船舶を利用する動きが活発化しつつ

ある。（図 1.3.8 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：京都議定書目標達成計画 

図 1.3.1 京都議定書の６％削減約束と我が国の温室効果ガス排出量 
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 我が国は 2010年目途に 90年比 6％削

減 

（2002年実績 +7.6％） 

エネルギー起源CO2は90年比0.6％に抑制

省エネ法の改正 

目標達成のための追加対策が

京都議定書 

17 年 2月 16日発効 

民生部門（うち建築物・住

＜CO2排出削減の手段＞ 

①エネルギー消費の削減 

②新エネルギーの導入、原子力の推進

＜運輸部門のその他の施策＞ 

●グリーン物流総合プログラム 

（荷主、物流事業者の連携による物流分野での CO2削減） 

●ＥＳＴモデル事業 

（環境的に持続可能な交通体系の実現を目指す先進的な取組に対するモ

デル事業 

運輸部門 

課題  
○住宅の省エネルギー対策

の強化 
○既存ストックの省エネル

ギー対策の強化 

課題  
○運輸事業者と産業界と

の連携による省エネ取

組の強化 

課題  
 
○運輸事業者と産業界との

連携による省エネ取組の

強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境に持続可能な交通（ＥＳＴ）普及推進委員会 

図 1.3.2 運輸部門における温室効果ガスの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.3 省エネ法改正の流れ 
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表 1.3.1 京都議定書目標達成計画における運輸部門での温室効果ガス削減施策 

省ＣＯ 2型交通システムのデザイン 省ＣＯ 2型物流体系の形成 

交通システムの効率化等を図るため、自動車単

体対策だけでなく、交通需要マネジメント（Ｔ

ＤＭ：Transportation Demand Management）、

信号機等の交通安全施設の整備、公共交通機関

の利用促進等総合的な対策を実施する。 

物流体系全体のグリーン化 1)を推進するため、

荷主と物流事業者の協働による取組の強化・拡

大を図るとともに、モーダルシフト 2)、トラッ

ク輸送の効率化等を推進する。 

○公共交通機関の利用促進 

○環境に配慮した自動車使用の促進 

○円滑な道路交通を実現する体系の構築 

○環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）の実現 

○荷主と物流事業者の協働による省ＣＯ 2 化の

推進 

配送を依頼する荷主と配送を請け負う物流

事業者の連携を強化し、地球温暖化対策に係

る取組を拡大することで、物流体系全体のグ

リーン化を推進する。 

○モーダルシフト、トラック輸送の効率化等物流

の効率化の推進 

物流体系全体のグリーン化を推進するため、

自動車輸送から二酸化炭素排出量の少ない

内航海運または鉄道による輸送への転換を

促進する。 
（注）１．モーダルシフト、トラック輸送効率化、流通業務の総合化・効率化、輸送機関の低公害化等により環境

負荷の少ない物流体系の構築を図ること。 
２．貨物輸送において、環境負荷の少ない大量輸送機関である鉄道貨物輸送・内航海運の活用により、輸送
機関（モード）の転換（シフト）を図ること。 

資料：京都議定書達成目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：日本内航海運組合総連合会/日本長距離フェリー協会 

図 1.3.4 モーダルシフト推進のための今後の取組み 
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資料：「港湾の長期政策策定にあたっての論点整理」交通政策審議会第 19 回港湾分科会（2006 年 9

月 28 日） 

図 1.3.5 国内海上輸送ネットワークの強化とモーダルシフトの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.6 背後圏企業の四日市港利用によるＣＯ 2削減効果 

 

他港で取り扱われている年間約
２１万ＴＥＵの三重県内コンテナ
貨物を四日市港で取り扱うと

仮定すると

年間約１万３千トンの
CO2削減

→森林約2000ｈａの吸収量に相当
（名古屋ドーム400個分の広さ）

名古屋港

大阪港
神戸港その他

四日市港

三重県内コンテナ貨物の

利用港湾
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資料：四日市港管理組合 

図 1.3.7 四日市港のＣＯ 2削減 
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参考 背後圏企業の四日市港利用によるＣＯ 2削減効果の計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●他港（名古屋・大阪）で取り扱われている年間約20万６千ＴＥＵの三重県内コンテナ貨物

桑名
四日市

伊賀
名張
津
松坂
伊勢

紀州

桑名
四日市

伊賀
名張
津
松坂
伊勢

紀州

318,771（ﾄﾝ）+25,524（ﾄﾝ）×１２（ヶ月）÷２０（ﾄﾝ）＝206,577（TEU)

●年間約1万3千トンのCO2削減
9,338.184（t-CO2）+3,806.592（t-CO2）＝13,144.776（t-CO2）

●森林約２，０００haの吸収量
　 ※ 森林（杉50年物）の吸収量＝１haあたり6.5（t-CO2）（地球温暖化対策室より聞き取り）

13,144（t-CO2）÷6.5（t-CO2）≒２，０２２ha

●名古屋ドーム４００個以上
※名古屋ドームの建築面積＝４８，１６９（㎡）
２０，０００，０００（㎡）÷４８，１６９（㎡）＝４１５個

●各地から港までの貨物輸送によって排出されるCO２量
※ 週１TEUを１年間（５２週）陸送するものとして算出
２０（ﾄﾝ）×５２（週）×陸送距離（km）×174（g-Ｃｏ2）×１/1,000,000＝CO２排出量

名古屋港
取扱量
(ﾄﾝ）

名古屋港
までの距離
（km）

四日市港
までの距離
（km）

10,316

距離差
（km）

CO２発生量
（t-CO2）

鈴鹿・亀山

鳥羽志摩

65,787
87,003
68,070
33,173
1,235
18,393

34,440
203
151

16.7
22.8
45.6
80.1
97.6
53.1
69.5
95.4
145.9
189.9

11.4

29.3
63.8
81.3
36.8
53.2
79.1

5.3 728.025
6.5 16.3 2961.095

129.6
173.6

16.3
16.3
16.3
16.3
16.3
16.3
16.3
16.3

2316.722
1129.023
42.032
625.995
351.099
1172.145
6.909
5.139

合計 318,771 9338.184

大阪港
取扱量
(ﾄﾝ）

大阪港
までの距離
（km）

四日市港
までの距離
（km）

距離差
（km）

CO２発生量
（t-CO2）

7.747
4,502 149.9 6.5 1347.985
24 166 11.4

鈴鹿・亀山 1,939 130.5 29.3 409.722
11,501 94.3 63.8 732.43

150.042
715 153.6 36.8 174.373
2,807 106.9 81.3

558.969
528 195.9 79.1 128.768
2,292 170 53.2

鳥羽志摩 227 246.4 129.6 55.36
151 290.4 173.6 241.196

116.8
116.8

合計 24,686 3806.592

154.6
143.4

30.5
101.2

25.6
116.8
116.8
116.8
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＜民間企業における製品輸送の効率化の一例＞（ホンダ・ホームページより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：本田技研工業(株)ホームページ 

（http://www.honda.co.jp/environment/activities/transportation/01.html） 

 

図 1.3.8 民間企業における輸送の効率化の一例 
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1.3.2 循環型社会への貢献 

・「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却し、生産から流通、消費、廃棄に至る

まで物質の効率的な利用やリサイクルを進めることにより、資源の消費が抑制され、環境への負

荷が少ない循環型社会を形成することを目的として、「循環型社会形成推進基本法」（平成 12

年６月公布）が制定された。廃棄物等の処理の優先順位が法定化されたことが特徴であり、①廃

棄物等の発生抑制、②再使用、③再生利用、④熱回収、⑤適正処分の優先順位となっている。 

・港湾分野では、循環型社会の実現を図るため、静脈物流の拠点となる港湾、特に総合静脈物流拠

点港（リサイクルポート）において、広域的なリサイクル施設の集中立地と岸壁、ストックヤー

ド等の静脈物流基盤の一体的整備を展開し、循環資源の収集・輸送・処理の総合静脈物流拠点の

形成を進めるとして、リサイクルポートの指定（１次、２次、３次指定合わせて 21 港）を行って

いる。（図 1.3.9 参照） 

・四日市港においても、外国貿易・内国貿易のそれぞれについて、循環資源を取り扱っている。 

・現在、金属くずの輸入国である、韓国、台湾、中国はいずれ輸出国に転じる。そうなると、輸出

は BRICS、なかでもインドがターゲットになるが、輸送距離が増加するため採算をとろうとする

と大型船が必要である。（平成 18 年度貨物需要予測調査企業ヒアリングより抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「循環資源物流の現状と課題」交通政策審議会第 22 回港湾分科会（2007 年 2 月 22 日） 

図 1.3.9 リサイクルポートの概要 
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資料：四日市港管理組合 

図 1.3.10 四日市港における外国貿易の循環型資源取扱量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.3.11 四日市港における内国貿易の循環型資源取扱量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：四日市港管理組合 

図 1.3.12 四日市港における外国貿易及び内国貿易合計の循環型資源取扱量の推移 
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